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(57)【要約】
【課題】設置スペースを十分に確保することなく設置す
ることができるとともに、設置及び設置位置の変更を容
易に行うことができる配電函支持具及び配電函の支持構
造を提供する。
【解決手段】配電函支持具１１は配電函Ｂが側方に取り
付けられる支柱３０と、支柱３０の下部に取着された基
部１２と、基部１２に設けられた３つの支持脚取付部１
３それぞれにボルト１７によって回動可能に支持された
３本の支持脚２０と、を備える。各支持脚２０は、未開
脚位置と、支柱３０の軸線Ｌと各支持脚２０の軸線Ｌ１
との間に形成される鋭角側の傾斜角度が第１の傾斜角度
となる第１の開脚位置Ｋ１と、に変位可能である。さら
に、配電函支持具１１は、１本の支持脚２０を第１の傾
斜角度より大きい第２の傾斜角度θ２に傾斜させた第２
の開脚位置Ｋ２に位置させ、支柱３０を第２の開脚位置
Ｋ２にある支柱３０寄りに傾斜させて支持することがで
きる。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配電函が側方に取り付けられる支柱と、
　該支柱の下部に取着された基部と、
　前記支柱を支持するために、前記基部に設けられた３つの支持脚取付部それぞれに支軸
によって回動可能に支持された３本の支持脚と、を備え、
　各支持脚が、前記支柱の軸線に沿って各支持脚の軸線が延びる未開脚位置と、
　前記支柱の軸線と各支持脚の軸線との間に形成される鋭角側の傾斜角度が第１の傾斜角
度となる第１の開脚位置と、に変位可能であり、全ての支持脚を前記第１の開脚位置に位
置させることで前記支柱が鉛直に延びるように支持され、
　さらに、前記支柱を前記３本の支持脚のうちの１本寄りに傾斜させて支持するための支
柱傾斜手段を前記支持脚取付部又は前記支持脚に備える配電函支持具。
【請求項２】
　前記支柱傾斜手段は前記支持脚取付部に設けられ、前記１本の支持脚の前記傾斜角度を
前記第１の傾斜角度より大きくした第２の傾斜角度で傾斜させた第２の開脚位置に変位さ
せるものである請求項１に記載の配電函支持具。
【請求項３】
　前記支持脚取付部の全てに前記支柱傾斜手段が設けられ、全ての前記支持脚が前記第２
の開脚位置に変位可能に形成されている請求項２に記載の配電函支持具。
【請求項４】
　前記第２の開脚位置は、前記第２の傾斜角度が略９０度となる位置である請求項２又は
請求項３に記載の配電函支持具。
【請求項５】
　前記支持脚は、該支持脚の上部側が前記支持脚取付部に形成されたガイド溝内で回動可
能に支持されており、
　前記支柱傾斜手段は、前記ガイド溝の上部内側面に形成され前記第２の開脚位置にある
前記支持脚の上側面が当接することで該支持脚の回動を規制する当接部と、
　前記当接部に当接した支持脚を前記第２の開脚位置まで回動させる位置に前記支軸を支
持可能とするため前記支持脚取付部に形成された長孔と、からなる請求項２～請求項４の
うちいずれか一項に記載の配電函支持具。
【請求項６】
　前記基部には前記支柱が貫通可能な貫通孔が形成されている請求項１～請求項５のうち
いずれか一項に記載の配電函支持具。
【請求項７】
　配電函が側方に取り付けられる支柱と、該支柱の下部に取着された基部と、前記支柱を
支持するために、前記基部に設けられた３つの支持脚取付部それぞれに支軸によって回動
可能に支持された３本の支持脚と、を備えた配電函支持具を用いた配電函の支持構造であ
って、
　前記支柱を３本の支持脚のうちの１本の支持脚寄りに傾斜させて支持するとともに、傾
斜した支柱に対し、前記１本の支持脚と反対側に前記配電函が位置するように該配電函を
前記支柱の側方に取り付ける配電函の支持構造。　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工事現場での工事用電源を既設の電柱から引き出すために設けられる配電函
を支持する配電函支持具、及び該配線函支持具を用いた配電函の支持構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　工事現場では、既設の電柱の近傍に仮設ポールを設置するとともに、仮設ポールに配電
函を取り付け、この配電函に電柱からケーブルを引き込んで工事用電源を確保している。
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例えば、特許文献１に開示されるように、仮設ポール（特許文献１では配線用ポールと記
載）は、円筒形状の下柱と上柱とを連結円筒体で連結して形成され、下柱の下端部が地中
に埋設されることによって設置される。しかし、仮設ポールは、重い配電函が取り付けら
れても倒れないようにするため、下柱の下端部は深く掘られた穴に埋められており、仮設
ポールの設置作業が非常に面倒なものであるとともに、仮設ポールの位置変更も非常に面
倒なものであった。
【０００３】
　そこで、配電函を支持する支持具の設置及び設置場所の変更を容易にしたものとして、
特許文献２に開示の折り畳みスタンドが挙げられる。この折り畳みスタンドは、一対の脚
と、両脚を連結する連結材とからなり、各脚は、配電函の取付用の取付片を備えている。
また、各脚は、上端において回動自在に連結された一対の支柱と、一方の支柱に一端が回
動自在に支持され、かつ他方の支柱に設けられた被形成部に他端が係止自在とされた回動
連結材とから形成されている。
【０００４】
　また、上記連結材は一対の棒材の中央部同士を回動自在に連結したＸ字状をなす。各棒
材の一端が一方の脚に、他端が他方の脚にそれぞれ回動自在に連結されているとともに、
各棒材の少なくとも一端が脚における支柱の長手方向に揺動自在かつ固定自在とされてい
る。
【０００５】
　そして、両脚を所定の開き角度となるようにするとともに、両脚の間隔が必要とする値
となるまで連結材を開いて固定することにより、折り畳みスタンドは自立する。さらに、
両脚の取付片それぞれに配電函を取り付けることにより、配電函が折り畳みスタンドによ
って支持される。よって、折り畳みスタンドは、仮設ポールのように下端部を地中に深く
埋設する必要がないため、折り畳みスタンドの設置を容易に行うことができるとともに、
容易に運搬することができるため、折り畳みスタンドの設置場所の変更を容易に行うこと
ができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－６９６３２号公報
【特許文献２】特開昭６３－３１８３９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、特許文献２の折り畳みスタンドは、自立させるために側面視が二等辺三角形
状の両脚を、所定の間隔まで互いを離間させ、さらに、各脚の両棒材を開くことで自立可
能になっている。また、配電函は、両脚に設けられた取付片を用いて折り畳みスタンドに
支持されるため、配電函は両脚に跨る状態で折り畳みスタンドに支持される。このため、
折り畳みスタンドは、自立のために工事現場で設置スペースを十分に確保しなければなら
ない。しかも、折り畳みスタンドにおいては、一対の脚に配電函が跨る状態で取り付けら
れるため、配電函の周りにも両脚の上部が位置して配電函の周りにも設置スペースを確保
しなければならない。よって、特許文献２の折り畳みスタンドは、設置スペースを十分に
確保した工事現場でなければ設置できないという問題があった。
【０００８】
　本発明は、このような従来の技術に存在する問題点に着目してなされたものであり、そ
の目的は、設置スペースを十分に確保することなく設置することができるとともに、設置
及び設置位置の変更を容易に行うことができる配電函支持具及び配電函の支持構造を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
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　上記問題点を解決するために、請求項１に記載の発明は、配電函が側方に取り付けられ
る支柱と、該支柱の下部に取着された基部と、前記支柱を支持するために、前記基部に設
けられた３つの支持脚取付部それぞれに支軸によって回動可能に支持された３本の支持脚
と、を備え、各支持脚が、前記支柱の軸線に沿って各支持脚の軸線が延びる未開脚位置と
、前記支柱の軸線と各支持脚の軸線との間に形成される鋭角側の傾斜角度が第１の傾斜角
度となる第１の開脚位置と、に変位可能であり、全ての支持脚を前記第１の開脚位置に位
置させることで前記支柱が鉛直に延びるように支持され、さらに、前記支柱を前記３本の
支持脚のうちの１本寄りに傾斜させて支持するための支柱傾斜手段を前記支持脚取付部又
は前記支持脚に備えることを要旨とする。
【００１０】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の配電函支持具において、前記支柱傾斜手段
は前記支持脚取付部に設けられ、前記１本の支持脚の前記傾斜角度を前記第１の傾斜角度
より大きくした第２の傾斜角度で傾斜させた第２の開脚位置に変位させるものであること
を要旨とする。
【００１１】
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の配電函支持具において、前記支持脚取付部
の全てに前記支柱傾斜手段が設けられ、全ての前記支持脚が前記第２の開脚位置に変位可
能に形成されていることを要旨とする。
【００１２】
　請求項４に記載の発明は、請求項２又は請求項３に記載の配電函支持具において、前記
第２の開脚位置は、前記第２の傾斜角度が略９０度となる位置であることを要旨とする。
　請求項５に記載の発明は、請求項２～請求項４のうちいずれか一項に記載の配電函支持
具において、前記支持脚は、該支持脚の上部側が前記支持脚取付部に形成されたガイド溝
内で回動可能に支持されており、前記支柱傾斜手段は、前記ガイド溝の上部内側面に形成
され前記第２の開脚位置にある前記支持脚の上側面が当接することで該支持脚の回動を規
制する当接部と、前記当接部に当接した支持脚を前記第２の開脚位置まで回動させる位置
に前記支軸を支持可能とするため前記支持脚取付部に形成された長孔と、からなることを
要旨とする。
【００１３】
　請求項６に記載の発明は、請求項１～請求項５のうちいずれか一項に記載の配電函支持
具において、前記基部には前記支柱が貫通可能な貫通孔が形成されていることを要旨とす
る。
【００１４】
　請求項７に記載の発明は、配電函が側方に取り付けられる支柱と、該支柱の下部に取着
された基部と、前記支柱を支持するために、前記基部に設けられた３つの支持脚取付部そ
れぞれに支軸によって回動可能に支持された３本の支持脚と、を備えた配電函支持具を用
いた配電函の支持構造であって、前記支柱を３本の支持脚のうちの１本の支持脚寄りに傾
斜させて支持するとともに、傾斜した支柱に対し、前記１本の支持脚と反対側に前記配電
函が位置することを要旨とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、配電函支持具を、設置スペースを十分に確保することなく設置するこ
とができるとともに、配電函支持具の設置及び設置位置の変更を容易に行うことができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施形態の配電函支持具に配電函を取り付けた状態を示す斜視図。
【図２】実施形態の配電函支持具を示す斜視図。
【図３】（ａ）及び（ｂ）は基部を示す拡大斜視図。
【図４】実施形態の配電函支持具に配電函を取り付けた状態を示す斜視図。
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【図５】支持脚を第２の開脚位置及び未開脚位置に位置させた状態を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明を具体化した一実施形態を図１～図５にしたがって説明する。
　図１及び図２に示すように、配電函支持具１１は、基部１２に回動可能に支持された３
本の支持脚２０と、基部１２に下部が取着された支柱３０とから形成されている。
【００１８】
　基部１２には、外側方に向けて延びる支持脚取付部１３が３箇所に形成されている。図
３（ａ）及び（ｂ）に示すように、各支持脚取付部１３は、対向配置された一対の取付片
１４と、両取付片１４間の上部開口を閉塞する閉塞片１５とから形成されている。そして
、一対の取付片１４の内面と閉塞片１５の内面とからガイド溝１６が形成されている。ま
た、閉塞片１５の先端面（下端面）は、支持脚２０の上側面が当接することで支持脚２０
の回動を規制する当接部１５ａとなっている。
【００１９】
　一対の取付片１４のうち一方の取付片１４には、第１長孔１４ａが上下方向へ延びるよ
うに取付片１４を貫通して形成されている。他方の取付片１４には、第１長孔１４ａと対
向する位置に第２長孔１４ｂが形成されている。また、他方の取付片１４の外面において
、第２長孔１４ｂの周囲には略円環状をなす膨出部１４ｃが外方へ向けて膨出するように
形成されている。この膨出部１４ｃにおいて、第２長孔１４ｂの上部寄りには正面視六角
形状の第１位置決め孔１４ｄが形成されるとともに、第２長孔１４ｂの下部寄りには正面
視六角形状の第２位置決め孔１４ｅが形成されている。第１位置決め孔１４ｄと第２位置
決め孔１４ｅは上下方向に連設されている。
【００２０】
　そして、各ガイド溝１６それぞれには支持脚２０の上端部が挿入されている。さらに、
各支持脚取付部１３には、第１長孔１４ａからガイド溝１６内に支軸たるボルト１７が挿
入されるとともに、このボルト１７の軸部１７ａは支持脚２０の上部を貫通して第２長孔
１４ｂに挿通されている。第２長孔１４ｂに挿通された軸部１７ａに対しナット１８を螺
合することにより、支持脚２０は、ボルト１７により支持脚取付部１３に対して回動可能
に支持されている。支持脚２０が回動する際、支持脚２０の両側面が対向する各取付片１
４の内面によってガイドされるようになっている。なお、ナット１８は、第１位置決め孔
１４ｄ又は第２位置決め孔１４ｅ内に収容され、それら第１位置決め孔１４ｄ又は第２位
置決め孔１４ｅによって回転、及び第１長孔１４ａ及び第２長孔１４ｂの長さ方向への移
動が防止されるようになっている。
【００２１】
　図１～図３に示すように、基部１２には、貫通孔１２ａが上下方向に貫通形成されてい
る。また、基部１２には、貫通孔１２ａに向けて螺入又は螺退可能な固定部材１９が取着
されている。そして、貫通孔１２ａには支柱３０が挿通されている。支柱３０には、支柱
３０を径方向に貫通する固定孔３０ａが、支柱３０の軸線Ｌの延びる方向に沿って複数形
成されるとともに、この固定孔３０ａを用いて支柱３０に配電函Ｂが固定されるようにな
っている（図１参照）。また、固定孔３０ａに対し固定部材１９の先端を挿入することに
より、支柱３０が基部１２に取着（固定）されるとともに立設されるようになっている。
支柱３０が基部１２に取着された状態において、第１長孔１４ａ及び第２長孔１４ｂは、
支柱３０の軸線Ｌ方向（上下方向）に沿って延びている。
【００２２】
　図３（ａ）及び（ｂ）に示すように、３箇所の支持脚取付部１３それぞれにおいて、ナ
ット１８を第１位置決め孔１４ｄで位置決めするとともに、ボルト１７を第１長孔１４ａ
及び第２長孔１４ｂの長さ方向における上部側で固定し、支持脚２０の上側面を当接部１
５ａに当接させたときの支持脚２０の位置を、第１の開脚位置Ｋ１とする。図１に示すよ
うに、この第１の開脚位置Ｋ１では、支柱３０の軸線Ｌと各支持脚２０の軸線Ｌ１との間
に形成される鋭角側の傾斜角度は第１の傾斜角度θ１となっている。そして、図２に示す
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ように、全ての支持脚２０が第１の開脚位置Ｋ１に位置し、支柱３０の軸線Ｌと各支持脚
２０の軸線Ｌ１との間の傾斜角度が全て第１の傾斜角度θ１になると、支柱３０は鉛直に
延びるように支持される。なお、図１と図２では、図示の都合上、第１の傾斜角度θ１が
若干異なるが、実際は第１の傾斜角度θ１は同じになっている。
【００２３】
　また、図４に示すように、３箇所の支持脚取付部１３のうち１箇所の支持脚取付部１３
において、ナット１８を第２位置決め孔１４ｅで位置決めするとともに、ボルト１７を第
１長孔１４ａ及び第２長孔１４ｂの長さ方向における下部側で固定し、１本の支持脚２０
の上側面を当接部１５ａに当接させたときの位置を、第２の開脚位置Ｋ２とする。この第
２の開脚位置Ｋ２では、支柱３０の軸線Ｌと第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０の軸線
Ｌ１との間に形成される鋭角側の傾斜角度は第２の傾斜角度θ２となっている。この第２
の傾斜角度θ２は、第１の傾斜角度θ１より大きくなっているとともに、略９０度になっ
ている。
【００２４】
　そして、１本の支持脚２０のみが、支柱３０の軸線Ｌとの間に形成される鋭角側の傾斜
角度が第２の傾斜角度θ２（略９０度）になるとともに、その他の２本の支持脚２０が第
１の傾斜角度θ１になったとき、支柱３０は、第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０寄り
に傾斜した状態で支持される。
【００２５】
　さらに、図５に示すように、３箇所の支持脚取付部１３それぞれにおいて、３本の支持
脚２０それぞれを第２の開脚位置Ｋ２に位置させると、各支持脚２０の下側面のほとんど
を地面に当接させた状態で支柱３０を鉛直に支持することができる。また、図５の２点鎖
線に示すように、３箇所の支持脚取付部１３それぞれにおいて、ナット１８を第１位置決
め孔１４ｄ又は第２位置決め孔１４ｅで位置決めするとともに、ボルト１７を第１長孔１
４ａ及び第２長孔１４ｂの上部又は下部に固定した状態で、各支持脚２０を軸線Ｌ１が支
柱３０の軸線Ｌに沿って延びるように位置させる。この位置では、各支持脚２０が支柱３
０の軸線Ｌに沿って延びる未開脚位置Ｋ３にある。
【００２６】
　よって、配電函支持具１１において、全ての支持脚２０は、第１の開脚位置Ｋ１と、第
２の開脚位置Ｋ２と、未開脚位置Ｋ３の３位置を取り得るようになっている。また、配電
函支持具１１は、３本の支持脚２０のうち１本の支持脚２０を、第２の開脚位置Ｋ２を取
らせて支柱３０を傾斜させるための支柱傾斜手段を備えている。本実施形態において、支
柱傾斜手段は全ての支持脚取付部１３に設けられている。そして、支柱傾斜手段は、ガイ
ド溝１６の上部内側面に形成され第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０の上側面が当接す
ることで支持脚２０の回動を規制する当接部１５ａと、当接部１５ａに当接した支持脚２
０を第２の開脚位置Ｋ２まで回動させる位置にボルト１７を支持可能とする第１長孔１４
ａ及び第２長孔１４ｂとからなる。
【００２７】
　次に、配電函支持具１１を用いて配電函Ｂを工事現場に設置する方法について説明する
。なお、配電函支持具１１において全ての支持脚２０は未開脚位置Ｋ３に位置しているも
のとする。また、基部１２は支柱３０の下端部に取着され、この取着状態では支柱３０の
下端面が基部１２の下端から突出していない。
【００２８】
　まず、３箇所の支持脚取付部１３のうち２箇所の支持脚取付部１３において、図３（ａ
）及び（ｂ）に示すように、ナット１８を第１位置決め孔１４ｄで位置決めするとともに
、ボルト１７を第１長孔１４ａ及び第２長孔１４ｂの上部に固定し、支持脚２０の上側面
を当接部１５ａに当接させて、２本の支持脚２０を第１の開脚位置Ｋ１に位置させる。
【００２９】
　次に、図４に示すように、残りの１箇所の支持脚取付部１３において、ナット１８を第
２位置決め孔１４ｅで位置決めするとともに、ボルト１７を第１長孔１４ａ及び第２長孔
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１４ｂの長さ方向における下部側で固定し、支持脚２０の上側面を当接部１５ａに当接さ
せて、１本の支持脚２０を第２の開脚位置Ｋ２に位置させる。すると、配電函支持具１１
の重心は、第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０側に移動するとともに、支柱３０は、第
２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０寄りに傾斜した状態で支持される。そして、支柱３０
において、第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０に向けた面と反対側の面に配電函Ｂを取
り付けると、配電函Ｂが配電函支持具１１に支持されるとともに、配電函Ｂが配電函支持
具１１を用いて工事現場に設置される。
【００３０】
　上記実施形態によれば、以下のような効果を得ることができる。
　（１）配電函支持具１１は、３本の支持脚２０のうち１本の支持脚２０を第２の開脚位
置Ｋ２に位置させることで、支柱３０を第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０寄りに傾斜
させて支持させ、配電函支持具１１の重心を第２の開脚位置Ｋ２にある支持脚２０側に移
動させることができる。そして、傾斜した支柱３０において、第２の開脚位置Ｋ２にある
支持脚２０側と反対側の側面に配電函Ｂが取り付けられる。このため、配電函支持具１１
の重心を移動させることによって、配電函Ｂの重みによって配電函支持具１１が倒れるこ
となく配電函Ｂを支持することができる。
【００３１】
　この配電函支持具１１は、３本の支持脚２０の上端部が基部１２で支持され、この基部
１２に支持されたボルト１７を回動中心として開脚するとともに、その基部１２に１本の
支柱３０が固定されている。このため、背景技術の折り畳みスタンドのように、一対の脚
全体が互いに離間し、しかも、配電函を一対の脚に跨って支持する場合と異なり、本実施
形態の配電函支持具１１は、折り畳みスタンドに比べて設置スペースを小さくすることが
でき、設置スペースを十分に確保しなくても設置することができる。また、その他に、配
電函の重みで配電函支持具１１が倒れることを防止するため、例えば、広い支持板を用い
て支持具を倒れないようにする場合と比べて配電函支持具１１の設置スペースを小さくす
ることができる。
【００３２】
　また、配電函支持具１１は、３本の支持脚２０によって支柱３０を支持し、立設させて
いるため、支柱３０を立設させるために、支柱３０を地中に埋設する必要がなく、配電函
支持具１１の設置、及び設置位置の変更を容易に行うことができる。
【００３３】
　（２）全ての支持脚取付部１３に第１長孔１４ａ、第２長孔１４ｂ、及び当接部１５ａ
が形成されており、全ての支持脚２０が第１の開脚位置Ｋ１及び第２の開脚位置Ｋ２
を取り得る。このため、全ての支持脚２０を第２の開脚位置Ｋ２に位置させ、支持脚２０
を支柱３０に対し略９０度で傾斜させると、全ての支持脚２０の下側面のほとんどを地面
に当接させることができ、地面と支柱３０との間に作業員の足が係止してしまう隙間がで
きることを防止することができる。
【００３４】
　（３）支持脚取付部１３には、当接部１５ａが形成されている。このため、支持脚２０
を第１の開脚位置Ｋ１又は第２の開脚位置Ｋ２に位置させたとき、支持脚２０の上側面が
当接部１５ａに当接することにより、支持脚２０が第１の開脚位置Ｋ１又は第２の開脚位
置Ｋ２からさらに開脚してしまうことを防止することができ、各開脚位置Ｋ１，Ｋ２に支
持脚２０を位置決めすることができる。
【００３５】
　（４）当接部１５ａは、支持脚２０の第１の開脚位置Ｋ１からの回動規制と、支持脚２
０の第２の開脚位置Ｋ２からの回動規制とを行う。このため、例えば、支持脚２０の回動
規制のために、第１の開脚位置Ｋ１及び第２の開脚位置Ｋ２それぞれに回動規制部材を設
ける場合と比較して配電函支持具１１の部品点数を減らすことができる。
【００３６】
　（５）基部１２には支柱３０が貫通可能な貫通孔１２ａが形成されている。このため、
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支柱３０の下部側を貫通孔１２ａを貫通させ、支柱３０の下端を地面に接地させて使用す
る場合には、３本の支持脚２０の下端と、１本の支柱３０の下端の４箇所が接地して配電
函支持具１１を安定させることができる。
【００３７】
　（６）配電函支持具１１は、３本の支持脚２０で支柱３０及び配電函Ｂを支持するため
、配電函支持具１１ががたつかずに安定した状態で支柱３０を支持することができる。
　（７）３本の支持脚２０全てが第１の開脚位置Ｋ１と第２の開脚位置Ｋ２を取り得る。
このため、例えば、配電函支持具１１の接地面が凸凹になっていても、各支持脚２０の開
脚位置を適宜調節することにより、配電函支持具１１を安定した状態に設置することがで
きでる。
【００３８】
　（８）取付片１４には膨出部１４ｃが形成されるとともに、膨出部１４ｃにはナット１
８の回転を規制するとともに、第１長孔１４ａ及び第２長孔１４ｂの長さ方向へのナット
１８の移動を防止する第１位置決め孔１４ｄ及び第２位置決め孔１４ｅが形成されている
。そして、ナット１８を第１位置決め孔１４ｄ又は第２位置決め孔１４ｅに挿入した状態
でボルト１７とナット１８を螺合させると、ボルト１７が第１長孔１４ａから第２長孔１
４ｂ、又は第２長孔１４ｂから第１長孔１４ａへ移動することが防止され、支持脚２０を
第１の開脚位置Ｋ１又は第２の開脚位置Ｋ２に位置決めすることができる。
【００３９】
　なお、上記実施形態は以下のように変更してもよい。
　○　３箇所の支持脚取付部１３のうち１箇所だけに支柱傾斜手段を設け、３本の支持脚
２０のうち１本だけ第１の開脚位置Ｋ１と第２の開脚位置Ｋ２を取り得るように形成し、
残りの２本は第１の開脚位置Ｋ１と未開脚位置Ｋ３を取り得るように形成されていてもよ
い。
【００４０】
　○　基部１２に貫通孔１２ａを形成せず、支柱３０の下端を支持可能とする挿入穴を形
成し、支柱３０が基部１２を貫通できない構成であってもよい。
　○　支持脚２０を軸線Ｌ１に沿って伸縮可能な構成としてもよい。そして、３本の支持
脚２０のうち、２本の支持脚２０を第１の開脚位置Ｋ１に位置させるとともに、残りの１
本の支持脚２０を他の支持脚２０より短くし、短くした支持脚２０寄りに支柱３０を傾斜
させてもよい。この場合、伸縮可能な支持脚２０が支柱傾斜手段を構成する。　
【符号の説明】
【００４１】
　Ｂ…配電函、Ｋ１…第１の開脚位置、Ｋ２…第２の開脚位置、Ｋ３…未開脚位置、Ｌ…
支柱の軸線、Ｌ１…支持脚の軸線、θ１…第１の傾斜角度、θ２…第２の傾斜角度、１１
…配電函支持具、１２…基部、１２ａ…貫通孔、１３…支持脚取付部、１４ａ…支柱傾斜
手段としての第１長孔、１４ｂ…支柱傾斜手段としての第２長孔、１５ａ…支柱傾斜手段
としての当接部、１６…ガイド溝、１７…支軸としてのボルト、２０…支持脚、３０…支
柱。
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